
牛久市（うしくし）

＜行政組織＞

①三役(H16.5.1 現在)
いけのべ かつゆき

池邉 勝幸長
（54 歳）

任期
H15.10.3

H19.10.2

助役 根本 年明 収入役 欠員

②議会(H16.5.1 現在)

議長 中根 利兵衛 副議長 池田 利光

任期 H19.4.29 定数 22 名 現議員数 22 名

党派別 民主 1 公明 3 共産 3 無 15

③職員数（Ｈ15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

474 442 345 32

一般行政職の

平均給料月額
360,305 円

ラスパイレス

指数
100.7

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 507 499 485

④機構図（H16.4.1 現在）

＜市長＞－＜助役＞ー

秘書室,政策審議室,合併企画室

総 務 部－総務課,（男女共同参画推進室）,

（選挙管理委員会事務局）,税務課,納税課

企 画 部－経営企画課,広報広聴課,管財課,情報政策課

福 祉 部－健康管理課,（保健センター）

｜

福祉事務所－社会福祉課,（福祉センター）,介護保険課,

児童福祉課

市 民 部－総合窓口課（総合相談室）,市民課,医療年金課

環 境 部－環境衛生課,清掃施設課,（クリーンセンター）,

交通防災課

建 設 部－建設課,下水道課,都市計画課,商工農政課

＜収入役＞－会計課

＜教育長＞－

学校教育部－教育総務課,指導課

社会教育部－生涯学習課,（中央公民館）,（三日月橋公民館）,

（奥野公民館）,社会体育課,中央図書館

＜議会＞

議会事務局

＜行政委員会＞

監査委員事務局,農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 29 年 4 月 1 日 合併 牛久町 岡田村

昭和 30 年 2月 10 日 編入 奥野村

昭和 61 年 6 月 1 日 市制施行

②地勢・風土等

県南に位置し平坦な台地だが牛久沼と3つの河川がある。

「うるおいと したしみのもてる くらしやすい 市民主体の

まちづくり」を掲げて,市民の誰もがまちに愛着を感じ,住むこと

に誇りの持てる,より質の高い新鮮な魅力にあふれる都市の

形成を目指し,そのために「協創」の精神に基づいて,想像力に

あふれる市民と行政が一体となり,すべての市民が将来に渡

って住みつづけたいと思える環境の実現を図ります。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 30,390 32,901 36,390 37,447

女 30,303 33,437 36,868 38,115
人

口

(人) 合計 60,693 66,338 73,258 75,562

世帯数 17,884 20,754 24,763 26,862

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 30,278 31,052 61,330 12.2％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 1,661 億円 就業者 1人当たり 7,785 千円

住民所得 2,409 億円 人口 1 人当たり 3,288 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 1,787 1.1％ 1,206 3.3％

第 2 次 54,678 32.3％ 10,645 29.0％

第 3 次 112,768 66.6％ 24,523 66.8％

総額・総数 169,233 ― 36,728 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H12.2.1）
994 1,425 3,190

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
67 2,740 75,811

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)
卸・小売業

(H14.6.1)
634 5,005 97,200

④特産物

落花生、大根、すいか、白菜、さつま芋
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<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 20,999,923 20,784,948 －1.0

歳 出 20,033,766 19,749,998 1.4

形式収支 966,157 1,034,950 ―

実質収支 599,658 482,007 ―

単年度収支 -121,031 －117,651 ―

実質単年度収支 144,460 －426,297 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 20,785 ― 2,077 11.0

地方税 10,731 51.6 152 1.4

地方交付税 1,618 7.8 -234 -10.9

国庫支出金 1,194 5.7 704 79.5

地方債 2,117 10.2 1,244 343.1

うち臨財債費 667 3.2 ― ―

その他 5,125 24.7 ― ―

歳 出 19,750 ― 2,288 12.9

義務的経費 7,907 40.0 0 0

人件費 4,025 20.4 1 0.0

扶助費 1,296 6.6 121 11.1

公債費 2,586 13.1 162 7.3

投資的経費 3,692 18.7 ― ―

普通建設事業費 3,692 18.7 1,517 56.5

うち補助 1,699 8.6 1,160 158.1

うち単独 1,971 10.0 343 17.6

その他の経費 8,151 41.3 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 8,459 百万円

基準財政需要額（H15） 9,403 百万円

標準税収入額等（H15） 11,175 百万円

標準財政規模（H15） 12,124 百万円

財政力指数（H13～15） 0.879

経常収支比率 92.2 ％

公債費負担比率 15.6 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 11.1 ％

税の徴収率（過年） 13.9

税の徴収率（現年） 97.2

税の徴収率（合計） 86.0
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 20,267,986 154.0

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 845,386 －

実質債務残高(C＝A+B) 21,113,372 160.4

積立金現在高（D） 5,178,788 39.4

将来にわたる財政負担（E＝C-D） 15,934,584 121.1

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

5,076,548 4,734,922市町村民税

（構成比） （40.7） （44.1）
93.3

5,308,679 4,593,432固定資産税

（構成比） （42.6） （42.8）
86.5

2,087,442 1,402,818その他の税

（構成比） （16.7） （13.1）
67.2

合計 12,472,669 10,731,172 86.0

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 7 校 老人福祉施設 2 ヶ所

中学校 5 校 病院・診療所 79 ヶ所

幼稚園 8 園 道路改良率 53.8％

保育所 7 ヶ所 道路舗装率 65.3％

図書館 1 ヶ所 ごみ焼却処理率 69.7％

公営住宅 289 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 5 ㎡ 上水道等普及率 78.7％

公民館等 6 ヶ所 排水等処理率 95.0％

体育館 1 ヶ所

プール 2 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
100.7％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

駅西口北街なか

再生型土地区画

整理事業を実施

する(補助・単独)

H11

～

H16

都市基盤整備事業

施行面積 2.3ha
1,710

都市計画街路城

中・田宮線を建

設する（補助・単

独）

H4

～

H15

都市計画街路の整備

Ｌ＝1,100m

W＝22m

2,900

根古屋川の河川

機能の増大を図

る（補助）

H元

～

H15

準用河川の改修

Ｌ＝1,529m

W＝24～45m

956

市道2901号線を

建設する

H13

～

H22

市道の整備

Ｌ＝1,500m

W＝14m

1,500

②今後の主要課題・特色ある行政等

〈主要課題〉

・行政運営システムの改善

・高齢者、障害者の生きがい対策・子育て支援対策

・「心の教育」の推進

・地球温暖化対策

・都市交通網の整備

〈特色ある行政〉

・行政評価システムの継続的な運用

・ISO14001 規格による環境マネジメントシステムの継続的な改善と

運用

・地域イントラネットの構築


